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付 議 事 件

議案第３６号 広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例の

一部を改正することについて 〔 １ 頁〕

議案第３７号 特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に

関する条例の一部を改正することについて 〔 ５ 頁〕

議案第３８号 教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に

関する条例の一部を改正することについて 〔 ９ 頁〕

議案第３９号 一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

することについて 〔１３頁〕

議案第４０号 令和４年度広陵町一般会計補正予算（第１号）

〔１７頁〕
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議 案 第 ３ ６ 号

広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例の一部

を 改 正 す る こ と に つ い て

広 陵 町 議 会 議 員 の 議 員 報 酬 等 に 関 す る 条 例 （ 平 成 ２ ０ 年 ９

月 広 陵 町 条 例 第 ５ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例の一部を改正する

条例

広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例（平成２０年９月広陵

町条例第５号）の一部を次のように改正する。

第５条第２項中「１００分の１６７．５」を「１００分の１６２

．５」に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、この条例による改正

後の広陵町議会議員の議員報酬等に関する条例第５条第２項の規

定にかかわらず、当該規定により算定される期末手当の額（以下

「基準額」という。）から、令和３年１２月に支給された期末手

当の額に１６７．５分の１０を乗じて得た額（以下「調整額」と

いう。）を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額

以上となるときは、期末手当は、支給しない。
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議 案 第 ３ ７ 号

特 別 職 の 職 員 で 常 勤 の も の の 給 与 及 び 旅 費 に 関 す る

条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て

特 別 職 の 職 員 で 常 勤 の も の の 給 与 及 び 旅 費 に 関 す る 条 例

（ 昭 和 ３ １ 年 １ ０ 月 広 陵 町 条 例 第 ２ ９ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と

お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由



- 6 -



- 7 -

特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一

部を改正する条例

特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例（昭和３

１年１０月広陵町条例第２９号）の一部を次のように改正する。

第６条ただし書中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２

０」に、「１００分の１５７．５」を「１００分の１５２．５」に

改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）

２ 令和４年６月の期末手当の支給についてのこの条例の規定によ

る改正後の特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条

例第６条の規定の適用については、同条ただし書中「とする」と

あるのは、「と、一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正

する条例（令和４年５月広陵町条例第 号）附則第２項第１号中

「１２７．５分の１５」とあるのは「１５７．５分の１０」とす

る」とする。
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議 案 第 ３ ８ 号

教 育 長 の 給 与 、 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る

条 例 の 一 部 を 改 正 す る こ と に つ い て

教 育 長 の 給 与 、 勤 務 時 間 そ の 他 の 勤 務 条 件 に 関 す る 条 例

（ 昭 和 ３ ６ 年 １ ０ 月 広 陵 町 条 例 第 ２ １ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と

お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一

部を改正する条例

教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例（昭和３

６年１０月広陵町条例第２１号）の一部を次のように改正する。

第２条第４項ただし書中「１００分の１２７．５」を「１００分

の１２０」に、「１００分の１６５」を「１００分の１６０」に改

める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）

２ 令和４年６月の期末手当の支給についてのこの条例の規定によ

る改正後の教育長の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条

例第２条第４項の規定の適用については、同項ただし書中「とす

る」とあるのは、「と、一般職の職員の給与に関する条例の一部

を改正する条例（令和４年５月広陵町条例第 号）附則第２項第

１号中「１２７．５分の１５」とあるのは「１６５分の１０」と

する」とする。
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議 案 第 ３ ９ 号

一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 の 一 部 を 改 正

す る こ と に つ い て

一 般 職 の 職 員 の 給 与 に 関 す る 条 例 （ 昭 和 ３ ２ 年 ８ 月 広 陵 町

条 例 第 １ ９ 号 ） の 一 部 を 別 紙 の と お り 改 正 す る 。

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年８月広陵町条例第

１９号）の一部を次のように改正する。

第１５条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２

０」に改め、同条第３項中「１００分の１２７．５」を「１００分

の１２０」に、「１００分の７２．５」を「１００分の６７．５」

に改める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）

２ 令和４年６月に支給する期末手当の額は、この条例による改正

後の一般職の職員の給与に関する条例第１５条第２項（同条第３

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）及び一般職の

職員の給与に関する条例（以下この項において「給与条例」とい

う。）第１５条第４項から第６項まで又は第１８条第１項から第

３項まで若しくは第６項の規定にかかわらず、これらの規定によ

り算定される期末手当の額（以下この項において「基準額」とい

う。）から、令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同月

１日における次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける者

をいう。以下この項において同じ。）の区分ごとに、それぞれ当

該各号に定める割合を乗じて得た額（以下この項において「調整

額」という。）を減じた額とする。この場合において、調整額が

基準額以上となるときは、期末手当は、支給しない。

(1) 再任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第

２８条の４第１項、第２８条の５第１項又は第２８条の６第１

項若しくは第２項の規定により採用された職員をいう。次号に

おいて同じ。）以外の職員 １２７．５分の１５

(2) 再任用職員 ７２．５分の１０
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３ 令和３年１２月に広陵町上下水道事業職員の給与の種類及び基

準に関する条例（昭和４３年３月広陵町条例第１７号）の規定に

基づき期末手当を支給された者に対する前項の規定の適用につい

ては、同項中「令和３年１２月に支給された期末手当の額に、同

月１日における次の各号に掲げる職員（給与条例の適用を受ける

者をいう。以下この項において同じ。）の区分ごとに、それぞれ

当該各号に定める割合を乗じて得た」とあるのは、「広陵町上下

水道事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年３

月広陵町条例第１７号）の適用を受ける者との権衡を考慮して定

める」とする。

（規則への委任）

４ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。

（広陵町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一

部改正）

５ 広陵町会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令

和元年９月広陵町条例第６号）の一部を次のように改正する。

附則に次の１項を加える。

（令和４年６月に支給する期末手当に関する特例措置）

４ 会計年度任用職員のうち、令和３年１２月に給与条例の規定

に基づき期末手当を支給された者に対して令和４年６月に支給

する期末手当についての第１３条第１項及び第２１条第１項の

規定の適用については、これらの規定中「第１５条の３まで」

とあるのは、「第１５条の３まで及び一般職の職員の給与に関

する条例の一部を改正する条例（令和４年５月広陵町条例第

号）附則第２項」とする。
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議 案 第 ４ ０ 号

令 和 ４ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）

令 和 ４ 年 度 広 陵 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、 次 に 定

め る と こ ろ に よ る 。

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 既 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ

３ ２ ， ６ ０ ４ 千 円 を 減 額 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳

出 そ れ ぞ れ １ ３ ， ４ ４ ７ ， ３ ９ ６ 千 円 と す る 。

２ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金

額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、「 第 １ 表 歳 入

歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

令 和 ４ 年 ５ 月 １ ９ 日 提 出

広 陵 町 長 山 村 吉 由
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261,589 136,940

△ 25,987

給　　　　与　　　　費　　　　明　　　　細　　　　書

１　　特   別   職

（単位  千円）

区　　分
職員数 給　　　　　与　　　　　費

共済費 合　　計 備考
（人）

9,281 9,224 43,681 4,718 48,399

報　　酬 期末手当 その他 計

25,176

68,530 15,688 84,218

給　料

33,371 33,371

計 773 79,073 25,176 27,699 13,634 145,582 20,406 165,988

その他 756 28,961 4,410

補
正
前

長　等 3 25,176 9,844

補
正
後

長　等 3

その他 756 28,961

議　員 14 50,112 18,418

9,224 44,244 4,796 49,040

議　員 14 50,112 19,586 69,698 15,688 85,386

4,410 33,371 33,371

計 773 79,073 25,176 29,430 13,634 147,313 20,484 167,797

比
較

長　等

議　員 △ 1,168 △ 1,168 △ 1,168

△ 563 △ 563 △ 78 △ 641

その他

２　　一   般   職

（１）総　括 （単位  千円）

区　　分
職員数

　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

計 △ 1,731 △ 1,731 △ 78 △ 1,809

補　正　後 537 363,470 883,636 682,342 1,929,448 302,504 2,231,952

補　正　前 537 363,470 883,636 708,329 1,955,435 307,312 2,262,747

比　　　較 △ 25,987 △ 25,987 △ 4,808 △ 30,795

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 後 18,540 56,105 235,602 136,940 26,940

補 正 前 18,540 56,105 26,940

比    較

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

補 正 後 21,689 14,321 36 172,169

補 正 前 21,689 14,321 36 172,169

比    較
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△ 3,744

199,286 136,940

△ 22,243

161,546

（単位  千円）

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

備考
報　　酬 給　　料 職員手当 計

区　　分 時間外勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 その他の手当

補 正 後 19,913 13,207 36

補 正 後 1,776 1,114 10,623

補　正　後 258 824,210 606,701 1,430,911

　ア　会計年度任用職員以外の職員

244,843 1,675,754

区　　分
職員数

　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計

補　正　前 258 824,210 628,944 1,453,154 249,120 1,702,274

比　　　較 △ 22,243 △ 22,243 △ 4,277 △ 26,520

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 後 18,540 52,536 177,043 136,940 26,940

補 正 前 18,540 52,536 26,940

比    較

補 正 前 19,913 13,207 36 161,546

比    較

　イ　会計年度任用職員 （単位  千円）

区　　分
職員数

　（人）

給　　　　　与　　　　　費
共済費 合　　計 備考

報　　酬 給　　料 職員手当 計

補　正　後 279 363,470 59,426 75,641 498,537 57,661 556,198

補　正　前 279 363,470 59,426 79,385 502,281 58,192 560,473

比　　　較 △ 3,744 △ 3,744 △ 531 △ 4,275

（単位  千円）

職員手当の内訳

区　　分 扶養手当 地域手当 期末手当 勤勉手当 管理職手当

補 正 後 3,569 58,559

補 正 前 3,569 62,303

比    較

補 正 前 1,776 1,114 10,623

比    較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（単位  千円）

区　　分 増減額 増 減 事 由 別 内 訳 説          明 備       考

報　　酬

制度改正に
伴う増減分

その他の
増減分

給　　料

給与改定に
伴う増減分

その他の
増減分

その他の
増減分

（３）給料及び職員手当の状況

職員手当 △ 25,987

給与改定に
伴う増減分

△ 25,987

期末手当引下げによる減
　　 会計年度任用職員以外の職員
　　 　　　　　　　△11,705千円
　　 会計年度任用職員
                    △3,640千円
R3.12期末手当引下げ調整による減
　　 会計年度任用職員以外の職員
　　　　　　　　　 △10,538千円
     会計年度任用職員
                      △104千円

期末手当
2.55 → 2.4

ア　職員一人当たり給与

　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　分　　　　　　　　
一般事務
・技術職

技能労務職 特定任期付職員

令和４年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 280,200 264,300 －

平　均　年　齢　　（歳）

平 均 給 与 月 額 （円） 323,279 297,258 －

平　均　年　齢　　（歳） 39 59 －

高　　　校　　　卒 150,600 150,600

短　　　学　　　卒 163,100 163,100

39 58 －

イ　初任給
（円）

区　　　　　　　　分 一　般　事　務　・　技　術　職
国　　　の　　　制　　　度

一　　　　　般　　　　　職

令和３年４月１日現在

平 均 給 料 月 額 （円） 280,019 262,200 －

平 均 給 与 月 額 （円） 323,306 278,932 －

大　　　学　　　卒 182,200 182,200
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（一般事務・技術職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員以外の職員）

１級 合計

ウ　級別職員数

区             分
一     般　　事　　務　　・　　技　　術　　職

級 ７級 ６級 ５級

令和４年４月１日現在
職員数（人） 7 24 24 38

４級 ３級 ２級

60 48 54 255

構成比（％） 2.7 9.4 9.4 14.9

24 53 53 60 247

23.6 18.8 21.2 100

合計

21.5 24.3 100

区             分
技　　　　　能　　　　　労　　　　　務　　　　　職

級 ４級 ３級 ２級

構成比（％） 2.4 10.1 10.5 9.7 21.5
令和３年４月１日現在

職員数（人） 6 25 26

令和４年４月１日現在
職員数（人） 2

１級

2

構成比（％） 100

2

100

合計

100

区             分
特　　　定　　　任　　　期　　　付　　　職　　　員

級 ５号 ４号 ３号

構成比（％） 100
令和３年４月１日現在

職員数（人） 2

令和４年４月１日現在
職員数（人）

２号 １号

構成比（％）

７　　　　　級 理事及び部長の職務

６　　　　　級 部次長、課長、館長、所長、認定こども園長及び主幹の職務

５　　　　　級
課長補佐、室長、参事、認定こども園副園長、幼稚園長、保育園長、上席主任
教諭及び上席主任保育士の職務

区　　　　　分 一　　　般　　　事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

構成比（％）
令和３年４月１日現在

職員数（人）

１　　　　　級 主事補若しくは技師補又は定型的な業務を行う職務

４　　　　　級 係長、主幹保育教諭、主任教諭及び主任保育士の職務

３　　　　　級 主任若しくは主任技師又は相当困難な業務を行う職務

２　　　　　級 主事若しくは技師又は高度の知識若しくは経験を必要とする業務を行う職務
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（一般事務・技術職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員）

（技能労務職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員以外の職員）

（技能労務職　　級別の標準的な職務内容　再任用職員）

（特定任期付職員　　号別の標準的な職務内容）

区　　　　　分 一　　　般　　　事　　　務　　　・　　　技　　　術　　　職

７　　　　　級 理事及び部長に相当する職務

３　　　　　級 相当困難な業務を行う職務

２　　　　　級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

１　　　　　級 定型的な業務を行う職務

６　　　　　級 部次長、課長、館長、所長、認定こども園長及び主幹に相当する職務

５　　　　　級
課長補佐、室長、参事、認定こども園副園長、幼稚園長、保育園長、上席主任
教諭及び上席主任保育士に相当する職務

４　　　　　級 係長、主幹保育教諭、主任教諭及び主任保育士に相当する職務

２　　　　　級 知識経験を必要とする業務を行う業務員の職務

１　　　　　級 単純な業務を行う業務員の職務

区　　　　　分 技　　　能　　　労　　　務　　　職

区　　　　　分 技　　　能　　　労　　　務　　　職

４　　　　　級 相当困難な業務を行う業務員の職務

３　　　　　級 困難な業務を行う業務員の職務

１　　　　　級 単純な業務を行う業務員の職務

区　　　　　分 特　　　定　　　任　　　期　　　付　　　職　　　員

５　　　　　号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な
業務で重要なものに従事する場合

４　　　　　級 相当困難な業務を行う業務員の職務

３　　　　　級 困難な業務を行う業務員の職務

２　　　　　級 知識経験を必要とする業務を行う業務員の職務

１　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して業務に従事する
場合

４　　　　　号
特に高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な
業務に従事する場合

３　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して特に困難な業務
に従事する場合

２　　　　　号
高度の専門的な知識経験を有する者がその知識経験を活用して困難な業務に従
事する場合



- 55 -

エ　昇給

カ　定年退職に係る退職手当

キ　地域手当

区     　　　　　　　分 合　　　　計
代 表 的 な 職 種

一般職 技能労務職

補
　
　
　
　
正
　
　
　
　
後

職　　員　　数　（Ａ）　（人） 258 256 2

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 223 221 2

３号給（人）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）　（％） 86.4 86.3 100.0

号給数別内訳

１号給（人） 1 1

２号給（人） 20 18 2

５号給以上（人）

28 28

４号給（人） 174 174

補
　
　
　
　
正
　
　
　
　
前

職　　員　　数　（Ａ）　（人） 258 256 2

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 223 221 2

３号給（人）

比　率　（Ｂ）／（Ａ）　（％） 86.4 86.3 100.0

号給数別内訳

１号給（人） 1 1

２号給（人） 20 18 2

５号給（人）

28 28

４号給（人） 174 174

補 正 後 2.15 2.15 4.3 有

オ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

（月　分）
職制上の段階、職務の級
等による加算措置

備　考
６月(月分) １２月(月分)

国の制度 2.15 2.15 4.3 有

補 正 前 2.225 2.225 4.45 有

支 給 率 24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

区　　分
20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

備考
その他の加算
措置等

支 給 率 （ ％ ） 6 20

支 給 対 象 職 員 数 （人） 257 1

区　　　　　　　　　　　　分 全職員

支 給 対 象 地 域 町内全域 東京都の特別区の区域

国の制度
（支給率）

24.586875 33.27075 47.70900 47.70900

国の指定基準に基づく支給率
（ ％ ）

6 20
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ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

給料総額に対する比率（％） 0.002 0.002 －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 ４ 年 ４ 月 １ 日 現 在 )

1.163 1.163 －

区　　　　分 全　　職　　種
代　表　的　な　職　種

一般職 技能労務職

住　　　居　　　手　　　当 同

通　　　勤　　　手　　　当 同

代表的な特殊勤務手当の名称
防疫作業従事手当
行旅病人又は行旅死亡人収容護送作業従事手当
犬、猫等死体処理従事手当

区　　　　　　　　　　　分 国 の 制 度 と の 異 同 差 　異 　の 　内 　容

扶　　　養　　　手　　　当 同
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